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はじめに

今日、グローバル化の進展により社会に多様性がもたらされるとともに、急速な

情報化の進展により多くの人々がコンピュータやスマートフォンを使用してインタ

ーネットを日常的に活用するようになり、さらには、ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータ

などの技術革新により、私たちの生活には質的な変化が加速度的にもたらされよう

としています。

このような複雑で予測困難な時代の到来を踏まえて、未来の創り手となる子供た

ちに、変化の激しい社会を生きるために必要な力を確実に育んでいくことが学校教

育に求められています。

今回の学習指導要領の改訂においては、学習の基盤となる資質・能力の一つに情

報活用能力（情報モラルを含む。）が位置づけられ、各学校においては、教科等の

目標や内容を見通し、学習の基盤となる資質・能力等の育成のために、教科等横断

的な学習を充実することや、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改

善を行うことが求められています。

このような背景の下、児童生徒の情報活用能力の育成、各教科等でのＩＣＴ活用、

さらには校務の情報化を推進する「教育の情報化」が求められています。

本県においても、今後の「教育の情報化」を積極的に推進するために、平成２９

年９月に「徳島県教育の情報化推進協議会」を設置し、発達段階に応じた体系的な

情報活用能力の育成や各教科等におけるコンピュータや情報通信ネットワークなど

の情報手段の適切な活用による主体的・対話的で深い学びにつながる学習活動の充

実等の「教育の情報化」の指針として「徳島県教育の情報化推進指針」を策定いた

しました。

本指針により、本県の子供たちが、将来たくましく、未来を切り拓いていくこと

ができるように、学校、家庭、地域等が一体となった教育の情報化の推進を念願い

たします。

平成３０年３月

徳島県教育委員会教育長 美 馬 持 仁





目 次

第１章 徳島県教育の情報化推進指針の策定 ・・・・・・・・・・・・・・ 1
１ 策定の趣旨 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1
２ 指針の位置付け ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1
３ 推進指針の期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1
４ 「徳島県教育の情報化推進指針」策定における基本的な考え方 ・・・ 1

第２章 教育の情報化を取り巻く現状（背景） ・・・・・・・・・・・・・ 3
１ 情報社会の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3
２ 本県における現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
(1) 本県における児童生徒の携帯電話等の所有状況 ・・・・・・・・・ 6
(2) 本県における教育の情報化の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・ 8

第３章 教育の情報化の方向性 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10
Ⅰ 学校における教育の情報化の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10
１ 教育の情報化により児童生徒が身に付けるべき資質・能力 ・・・・・ 10
(1) 情報活用能力の育成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10
①プログラミング教育の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11
②情報モラル教育の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

２ 教科指導等におけるＩＣＴ活用の推進 ・・・・・・・・・・・・・・ 13
(1) ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」の充実 ・・・・・ 13
(2) ＩＣＴを活用した個に応じた学習支援 ・ ・・・・・・・・・・・・ 13

（教育ビッグデータを用いたＩＣＴ活用）
(3) 遠隔教育システムの活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14
(4) 特別な支援を必要とする児童生徒へのＩＣＴ活用による学習の充実 ・ 15

３ 校務の情報化の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16
(1) 統合型校務支援システム等のＩＣＴを活用した校務の情報化 ・・・ 16
(2) 学校における情報セキュリティ ・・・・・・・・・・・・・・・・ 16
(3) ホームページ等による地域や保護者への情報公開 ・・・・・・・・ 16

４ 地域との連携 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17
(1) ＩＣＴ活用における学校・家庭・地域の連携 ・・・・・・・・・・ 17

Ⅱ 教育の情報化を支える基盤 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18
１ 本県におけるＩＣＴ環境の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18
(1) 教室等におけるＩＣＴ環境の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・ 18
(2) 教育ネットワーク環境の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18
(3) 統合型校務支援システム等のＩＣＴ環境の整備 ・・・・・・・・・ 18
(4) ＩＣＴ環境整備指針の策定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

２ 教職員研修 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19
(1) 教職員に対するＩＣＴ活用研修の充実 ・・・・・・・・・・・・・ 19

（プログラミング教育、情報モラル教育を含む）
(2) ＩＣＴ活用推進員（リーダー）の育成 ・・・・・・・・・・・・・ 19
(3) 遠隔教育システムを活用した遠隔研修 ・・・・・・・・・・・・・ 19

３ 総合的な情報セキュリティ対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・・ 20
４ 学校への教育の情報化の推進に向けた支援 ・・・・・・・・・・・・ 20
５ 市町村への教育の情報化の推進に向けた支援 ・・・・・・・・・・・ 21
６ 災害時におけるＩＣＴ活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

Ⅲ 今後の教育の情報化への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22
１ 「デジタル教科書」への対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22
２ 人工知能等の新たな技術を活用した教育の情報化 ・・・・・・・・・ 22

第４章 教育の情報化における主な方策 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 23





- 1 -

第１章 徳島県教育の情報化推進指針の策定

１ 策定の趣旨

平成２７年１２月に本県では徳島教育大綱を策定し、全国屈指の光ブロード

バンド環境を活用した教育として、ＩＣＴを効果的に活用し、教育の多様化と

効率化を図ることを推進している。

県教育委員会では、徳島県教育振興計画を策定し、ＩＣＴ活用の推進として、

ＩＣＴを活用した遠隔指導や教職員の指導力向上、情報モラル教育の充実など

に取り組み、成果を上げてきた。

しかし、第４次産業革命時代の到来により急速に進展する情報化への対応や

国の情報化施策の動向、さらには新学習指導要領への対応等を踏まえ、将来的

な人材育成の観点も見据え、「徳島県教育の情報化推進指針」を策定するもの

である。

２ 指針の位置付け

本指針は、「徳島教育大綱」及び「徳島県教育振興計画」との一体性を保ち

ながら、本県の教育の情報化の体系的な推進を図るため、本県の教育の情報化

の目指すべき姿を明確にするとともに、それに向けて講ずべき施策を示すもの

である。

３ 推進指針の期間

本指針は、推進期間は３年間とし、次の期間を推進期間とする。

平成３０年度から平成３２年度まで

また、国及び県の情報化施策の動向や急速に進展する情報化の変化に柔軟に

対応するため、必要に応じて推進指針の見直しを行うものとする。

４ 「徳島県教育の情報化推進指針」策定における基本的な考え方

徳島の未来を切り拓いていく子供たちには、情報化やグローバル化など急激

な社会的変化の中でも、未来の創り手となるために必要な知識や力を確実に備

えることが求められる。

これらを育成するためには、学校教育において、学習の基盤となる資質・能

力の一つである情報活用能力（情報モラルを含む。）を発達段階に応じて体系

的に育成していく必要がある。

この情報活用能力の育成に向け、「プログラミング的思考」などの育成を図

るプログラミング教育の実施や、情報技術が急速に進化していくこれからの時

代にふさわしい情報モラルの育成に向けた教育を、各教科等の特質を生かし、

教科等横断的に実施しなければならない。

また、学校においては、「主体的・対話的で深い学び」の視点から学び全体
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を改善するとともに、個の学習ニーズや一人ひとりの個性に応じた資質・能力

を育成するような学びを実現していくためにも、ＩＣＴを効果的に活用するこ

とが重要である。

さらに、校務の情報化により、教職員にとって負担感の大きい事務処理の効

率化を図り、児童生徒と向き合う時間を確保し、教育の質的改善や家庭・地域

との連携の推進につなげていくことも重要である。

これらの学校における教育の情報化を支える基盤である、「ＩＣＴ環境整備」

や「教職員研修」、「情報セキュリティ」等の充実、さらには家庭や地域との

連携も進めていかなければならない。

本指針は、これらの学校における「教育の情報化」の推進について方向性を

示すとともに、その基盤となる「ＩＣＴ環境整備」や「教職員研修」、「情報

セキュリティ」等についても検討し、児童生徒の資質・能力を高めるために必

要な教職員のＩＣＴ指導力の向上と、情報セキュリティを踏まえたコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境の整備

についても示すものとする。

教育の情報化を推進するための体系図
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第２章 教育の情報化を取り巻く現状（背景）

１ 情報社会の現状

〇 情報技術の飛躍的な進化に伴い、情報化が急速に進展し、国内において過

去１年間にインターネットを利用したことのある人（インターネット利用者

数（推計））は１億８４万人に増加し、その割合は83.5％になっている。

（出典）総務省「平成28年通信利用動向調査」

〇 また、年齢階層別にみると、１３～５９歳の各年齢階層で90％を上回って

おり、中学生、高校生に該当する１３～１９歳の階層においても98％の生徒

がインターネットを利用している。

さらに、小学生に該当する６～１２歳の年齢層においても、インターネッ

トの利用状況は増加する傾向にあり、平成２８年は利用割合が前年を上回り

82％に達している。

（出典）総務省「平成28年通信利用動向調査」
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〇 インターネット端末の利用状況を年齢階層別にみると、「スマートフォン」

については１３～４９歳の各年齢階層で70％以上が利用し、２０～２９歳で

は90％以上が利用している。

さらに、インターネットの利用状況を端末別にみると、１３～４９歳の各

年齢階層で、「スマートフォン」が「パソコン」を上回っており、「スマー

トフォン」を使ってのインターネットの利用が広がっている。

（出典）総務省「平成28年通信利用動向調査」

〇 青少年のインターネットの利用については、携帯電話での利用が減るとと

もに、スマートフォンでの利用が進み、高校生では90％以上がスマートフォ

ンを所有・利用している。また、中学生においては50％以上、小学生におい

ても27％がスマートフォンを所有・利用しており、今後も増加すると考えら

れる。

（出典）内閣府「平成28年度青少年のインターネット利用環境実態調査」
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○ このように、若い世代を中心に、パソコンと同様の機能を持ったスマート

フォン等の情報機器を常に所有し、いつでもどこでも情報技術を活用するこ

とができる環境の下で、日々の情報収集や身近な人との情報のやりとり、生

活上必要な手続きなど、日常生活における営みを、情報技術を通じて行うこ

とが当たり前の世の中となってきている。

〇 青少年のインターネットの利用内容については、平成２８年度は、高校生

では、コミュニケーション（90.6％）、動画視聴（84.1％）、音楽視聴

（82.8％）が上位となり、中学生では、動画視聴（74.0％）、ゲーム（72.8％）、

コミュニケーション（67.2％）が上位であった。小学生においては、ゲーム

（78.1％）、動画視聴（60.5％）が上位となっている。

小中高等学校別のインターネットの利用内容(平成28年度)

（出典）内閣府「平成28年度青少年のインターネット利用環境実態調査」
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２ 本県における現状

(1) 本県における児童生徒の携帯電話等の所有状況

〇 県教育委員会が実施する「携帯電話等の利用状況アンケート調査」によ

ると、本県の児童生徒が携帯電話等を所有している割合は、高校生におい

ては平成２０年以降90％以上で推移し、徐々に上昇する傾向にあるととも

に、スマートフォン所有率も平成２４年以降急上昇し、多くの高校生がス

マートフォンを所有している。

〇 中学生においても携帯電話等の所有率は増加傾向にあり、平成２９年は

70％に近くまで達するとともにスマートフォン所有率も上昇しており、そ

の利用が広がっている。

〇 さらに、小学生においても、携帯電話等の所有率は年々上昇し、平成

２９年においては50％を超えるとともに、スマートフォンの所有率も増加

傾向にある。

県教育委員会による「携帯電話等の利用状況アンケート調査（児童生徒）」

〇 また、携帯電話等でブログや掲示板、ソーシャル・ネットワーキング・

サービス（以下「ＳＮＳ」という。）などを利用して情報発信をしたこと

がある児童生徒は、小学生においては20％程度、中学生においては40％程

度で推移しているが、高校生においては80％を超えており、多くの高校生

が何らかの情報発信をしている状況にある。
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県教育委員会による「携帯電話等の利用状況アンケート調査（児童生徒）」

〇 一方、「家庭で携帯電話等の使い方のルールを決めている」と回答した

保護者の割合は小中学校の保護者で80％程度、高校生の保護者においては

60％程度の状況にある。

県教育委員会による「携帯電話等の利用状況アンケート調査（保護者）」
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(2) 本県における教育の情報化の現状（教育の情報化実態調査結果から）

〇 「平成２８年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（以下、

「全国調査」という。）における本県での教育の情報化の現状は次のとおり

である。

① 都道府県別 学校における主なＩＣＴ環境の整備状況（全校種）

項 目 徳島県 全国平均 全国順位

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 4.1(人/台) 5.9(人/台) ３位

普通教室の無線ＬＡＮ整備率 45.7% 29.6% １１位

普通教室の校内ＬＡＮ整備率（参考） 98.0% 89.0% １位

超高速インターネット接続率 44.0% 48.3% ２２位
(100Mbps以上回線)

超高速インターネット接続率 96.7% 87.3% ４位
(30Mbps以上回線)（参考）

普通教室の電子黒板整備率 37.0% 24.4% ６位

教員の校務用コンピュータ整備率 122.7% 118.0% ２１位

統合型校務支援システム整備率 38.4% 48.7% ２７位

デジタル教科書の整備率 73.9% 48.4% ４位

（出典）文部科学省「平成28年度学校における教育の情報化実態等に関する調査」

② 都道府県別 教員のＩＣＴ活用指導力の状況（全校種）

項 目 徳島県 全国平均 全国順位

教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力 92.5% 84.0% ３位

授業中にICTを活用して指導する能力 90.4% 75.0% ３位

児童のICT活用を指導する能力 82.0% 66.7% ３位

情報モラルなどを指導する能力 92.7% 80.0% １位

校務にICTを活用する能力 90.3% 80.2% ３位

平成２８年度中にICT活用指導力の状況の各項目に 55.8% 40.3% ７位
関する研修を受講した教員の割合

（出典）文部科学省「平成28年度学校における教育の情報化実態等に関する調査」

〇 本県における学校ＩＣＴ環境の整備状況は、全体的には全国的に高順位と

なっており、順調に整備されている。しかしながら、校務の情報化の推進に

求められる「統合型校務支援システム整備率」（38.4％ 全国２７位）など

は全国と比較して低く、「普通教室の電子黒板整備率」（37.0％ 全国６位）

も全国的には高順位であるが整備率としてはかなり低い状況にある。
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〇 また、市町村の学校ＩＣＴ環境の整備状況をみてみると、整備のかなり進

んだ市町村がある一方で、整備が十分進んでいない市町村も見受けられ、市

町村によって整備状況に差がある状況である。

〇 本県における教員のＩＣＴ活用指導力は、全国的に見ても高順位で、いず

れの項目も全国を上回っている。



*1中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必

要な方策等について（答申）」（平成28年12月21日）

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1380731.htm
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第３章 教育の情報化の方向性

Ⅰ 学校における教育の情報化の推進

１ 教育の情報化により児童生徒が身に付けるべき資質・能力

(1) 情報活用能力の育成

【現状】

○ 現代社会においては、家電製品などの身の回りのものに情報技術が活用

されていたり、インターネットやＳＮＳを使っての情報収集や情報のやり

とり、さらには、インターネットバンキングなどの生活上必要な手続きな

ど、日常生活において、情報技術を通じて行ったりすることが当たり前の

世の中となってきている。

また、今後ＡＩやビッグデータなどの活用による第４次産業革命時代の

到来が予想されることから、社会や生活が大きく変わる将来の予測が難し

い社会になると考えられる。

このような社会においては、情報を主体的に捉え、何が重要かを主体的

に考え、見いだした情報を活用しながら他者と協働し、新たな価値の創造

に挑んでいくための情報活用能力の育成が重要となる。

〇 平成２８年１２月に答申された「幼稚園、小学校、中学校、高等学校

及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について

（答申）
*1
」（以下、「中教審答申」という。）において、情報活用能力は、「世

の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉えて把握し、情報及び情

報技術を適切かつ効果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の考え

を形成したりしていくために必要な資質・能力」と定義され、新学習指導

要領においても、言語能力等と並んで「教科等を越えた全ての学習の基盤

として育まれ活用される資質・能力」として位置付けられている。

〇 今後この情報活用能力を、確実に身に付けさせる必要があるとともに、

教科等横断的な視点に基づき、各教科等の特質に応じて適切な学習場面で

育成を図ることが重要である。

【目指す方向性】

〇 発達段階に応じた情報活用能力の体系的な育成を図り、コンピュータ等

の情報手段を適切に用いて、主体的に必要な情報を収集・判断・表現・処

理・創造し、受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力を身に付

けさせる教育を目指すとともに、プログラミング教育及び情報モラル教育

の充実も図る。



*2「プログラミング的思考」とは、自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組合せが

必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み合わせたらいいのか、記号の組合せをどの

ように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく力のことであ

る。
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①プログラミング教育の充実

【現状】

〇 プログラミング教育は新学習指導要領で新たに盛り込まれた学習内容

で、将来どのような職業に就くとしても、時代を超えて普遍的に求めら

れる「プログラミング的思考」
*2
などを育むための教育である。

○ プログラミング教育を通じて、身近なものにコンピュータが内蔵され、

プログラミングの働きにより生活の便利さや豊かさがもたらされている

ことについて理解し、プログラミングを、自分の意図した活動に活用し

ていけるようにすることが重要である。

○ プログラミング教育は、発達の段階に応じて位置付けていくことが必

要である。

小学校においては、各教科等における学習内容と関連付けながら行う

ことになっている。

中学校においては、技術・家庭科の技術分野において、これまでの計

測・制御に加えて、ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツ

に関するプログラミングについても取り上げることになっている。

高等学校においては、教科「情報科」に共通必履修科目を新設してプ

ログラミング教育を行っていくこととしている。

【目指す方向性】

〇 小・中・高等学校を通じて、発達段階に応じて教科横断的にプログラ

ミング教育の充実を図る。

②情報モラル教育の充実

【現状】

○ 情報技術の進展とともにスマートフォンなどのデジタル機器やＳＮＳ

などのコミュニケーションツールも急速に普及し、これらの利用をめぐ

るトラブルの増大や、個人情報の漏洩・窃取等も多発している。

○ こうしたなか、児童生徒が、被害に遭うことのないようにするだけで

なく、トラブルの原因や加害者になることのないようにするためにも、

情報モラルを育むことが重要になってきている。

○ 「情報モラル」とは、「情報社会で適正に活動するための基となる考

え方や態度」のことで、その範囲は多岐にわたっており、児童生徒は、

情報技術が急速に進化していく時代にふさわしい情報モラルを身に付け

ていく必要がある。

○ 各学校においては、児童生徒の発達段階を踏まえ、各教科等の指導を
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通じて、児童生徒が、情報に関する法・制度やマナーの理解、相手の状

況に応じた情報の的確な発信力、情報に対する責任について考え行動し

ようとする態度などを育成するための指導を充実させる必要がある。

さらに、児童生徒が、犯罪被害等の危険などから回避できるよう、情

報の安全・安心な活用についても指導を充実していく必要がある。

【目指す方向性】

〇 家庭・地域や民間団体とも連携しつつ学校全体で情報モラル教育に取

り組んでいくとともに、スマートフォン等の適切な利用のためのルール

づくりなどを保護者等にも広く啓発し、学校・家庭・地域が連携した情

報モラル教育の充実を図る。

〇 また、情報モラルに関する学習活動を活性化させるために、発達段階

に応じた情報モラル教育に関するコンテンツを充実させ、積極的な情報

モラル教育の展開を図る。
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２ 教科指導等におけるＩＣＴ活用の推進

教科指導等におけるＩＣＴ活用は、教科等の目標を達成するために教職員や

児童生徒がＩＣＴを活用することを大きな目的としており、中教審答申におい

ても、ＩＣＴ活用は情報活用能力の育成という観点だけでなく、各教科等にお

ける「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、ＩＣＴの特性・強みを生

かすことによる学びの質の向上の観点からも有効であることが明記されてい

る。

(1) ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」の充実

【現状】

〇 子供たちは、主体的・対話的に、深く学んでいくことによって、学習内

容を自らの人生や社

会の在り方と結び付

けて深く理解したり、

未来を切り拓くため

に必要な資質・能力

を身に付けたり、生

涯にわたって能動的

に学び続けたりする

ことができる。

このようなことか

ら、新学習指導要領

において、「主体的・

対話的で深い学び」の視点からの授業改善が求められている。

〇 この「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善に、ＩＣＴの

特性・強みを生かすことが有効であり、各教科等の特質に応じて、様々な

学習活動でＩＣＴ活用を充実させていくことが求められている。

【目指す方向性】

〇 ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」を実現するために、

ＩＣＴ活用実践事例を収集し普及を図るとともに、教職員のＩＣＴ活用指

導力の向上を目指す。

(2) ＩＣＴを活用した個に応じた学習支援

（教育ビッグデータを用いたＩＣＴ活用）

【現状】

〇 新学習指導要領において、児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能

の習得も含め、学習内容を確実に身に付けることができるよう、個別学習

や繰り返し学習などの学習活動や、指導方法や指導体制の工夫改善による

個に応じた指導の充実などを、児童生徒や学校の実態に応じて取り入れる

際にもＩＣＴを活用することが示された。

電子黒板を活用した教科指導におけるICT活用



*3インターネット等のメディアを利用し、地理的に分散した２地点以上の教育拠点を結び、リアルタイムに授

業配信や質疑応答等の双方向のやりとりを行ったり、事前に収録された授業を視聴したい時間に受講すること

ができるものである。

*4「高等学校における遠隔教育の在り方について（報告）」（平成26年12月8日）

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/104/houkoku/1354182.htm
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また、ＩＣＴを活用した個に応じた学習支援においては、学校における

学習と家庭における学習の効果的な連携に向けたＩＣＴの活用の視点も重

要である。

このＩＣＴを活用した個に応じた学習支援の在り方についても検討して

いく必要がある。

〇 ＩＣＴの特性・強みとして、

ア 多様で大量の情報を収集、整理・分析、まとめ表現することなどが

でき、カスタマイズが容易であること

イ 時間や空間を問わずに、音声・画像・データ等を蓄積・送受信でき

るという時間的・空間的制約を超えること

ウ 距離に関わりなく相互に情報の発信・受信のやりとりができるとい

う、双方向性を有する

などが挙げられる。

〇 このＩＣＴの特性・強みを生かすことにより、児童生徒一人ひとりの日

々の学習状況等を記録し、教育ビッグデータとして活用することによって

個に応じた指導の充実を図ることができる。

〇 さらに、時間的・空間的制約を超えて、いつでも、どこでも受けられる

教育の実現も可能となり、児童生徒一人ひとりの学習ニーズに応じた学習

が可能となる。

【目指す方向性】

〇 教育ビッグデータを用いたＩＣＴ活用の充実、発展を目指す。

(3) 遠隔教育
*3
システムの活用

【現状】

〇 ＩＣＴ技術が発展していく中においても、少子化や過疎化が進行してお

り、文部科学省においても今後の教育の在り方として、「高等学校におけ

る遠隔教育の在り方
*4
」について検討され、過疎地における教育機会の確

保という視点だけでなく、多様かつ高度な教育機会の提供など、これから

の教育の在り方に向け可能性があることが示された。

〇 本県においては、徳島教育大綱において「本県の強みである『全国屈指

の光ブロードバンド環境』を活用し、テレビ会議システムでの遠隔授業の

実施」が明記されており、教育の多様化と効率化を図るとともに、スーパ

ーハイビジョン（４Ｋ・８Ｋ）の教育分野での展開が求められ、これまで



*5特別支援教育に関するｅ－ラーニング教材URL：http://manabinohiroba.tokushima-ec.ed.jp/?page_id=40
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にも「チェーンスクー

ル」事業における小中

学校間の連携や、高等

学校における遠隔授業

に関する調査研究など

で遠隔教育システムを

活用してきた。

【目指す方向性】

〇 遠隔教育システムを

活用した遠隔教育に関する調査研究の充実、発展を目指す。

(4) 特別な支援を必要とする児童生徒へのＩＣＴ活用による学習の充実

【現状】

○ 通常の学級や特別支援学級、特別支援学校など多様な学びの場で学習す

る特別な支援を必要とする児童生徒に対しては、一人ひとりの障がいの状

態や特性、発達の段階等を踏まえ、個々の教育的ニーズに即した適切な

ＩＣＴ機器を活用することは、各教科等の指導の効果を高めることができ

る点で有用である。

〇 また、障がいのある児童生徒が、学習上又は生活上の様々な状況に応じ

て、各種のＩＣＴ機器を活用できるようになることは、将来の自立や社会

参画に向けた主体的な取組を支援するという視点からも重要である。

〇 本県の特別支援学校では、授業等の学習活動でインターネットを利用し

た国語や算数のドリル学習やポスター制作など、児童生徒の実態に応じて

ＩＣＴを活用するとともに、就労を目指す生徒に対して、「とくしま特別

支援学校技能検定（ＩＣＴ）」等の受検や「アビリンピック」への参加を

勧めており、児童生徒一人ひとりに応じた情報活用能力の育成も目指して

いる。

○ 特別な支援を必要とする児童生徒への効果的な学習支援には、特別支援

教育に関わる教職員の専門性の向上が必要で、県においては、「特別支援

教育に関するｅ－ラーニング教材
*5
」を作成し、総合教育センターホーム

ページで公開し、研修会や各学校の研修等で活用している。

【目指す方向性】

〇 特別な支援を必要とする児童生徒へのＩＣＴ活用について、これまでの

取組の実績や成果を踏まえつつ、教職員の専門性の向上に向けた「特別支

援教育に関するｅ－ラーニング教材」の充実や、教職員及び児童生徒によ

るパソコン等の情報機器の更なる有効活用に関する実践等により、特別な

支援を必要とする児童生徒一人ひとりに対する効果の高い学習活動の充

実、発展を目指す。

遠隔教育システムを活用した遠隔授業



*6「統合型校務支援システム」とは、「教務系（成績処理、出欠管理、時数等）・保健系（健康診断票、保健室

管理等）、指導要録等の学籍関係、学校事務系など統合した機能を有しているシステム」のことである。

*7文部科学省「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」（平成29年10月18日）

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1397369.htm
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３ 校務の情報化の推進

徳島教育大綱には「一人ひとりの児童生徒に向き合える環境を整えるため

ＩＣＴの利活用をはじめ、不断の業務改善による負担軽減を推進する」ことが

明記され、ＩＣＴを活用した業務改善による教職員の負担軽減と児童生徒と向

き合う時間の確保や保護者・地域との連携の推進などにつなげていくことが求

められている。

また、校務の情報化を進めることにより、教職員が学校運営や学級経営に必

要な情報や児童生徒の状況等を一元的に管理・共有することが可能となり、児

童生徒へのきめ細やかな指導とともに、打ち合わせ時間の縮減等を図ることに

より、教育の質を高めることができるようになる。

(1) 統合型校務支援システム*6等のＩＣＴを活用した校務の情報化

【現状】

〇 統合型校務支援システムを導入することにより、校務の情報を様々な学

習記録データと連携させることが可能となり、教職員による学習指導や生

徒指導等の質の向上や、学級・学校運営の改善等に資するとともに、県又

は市町村単位等で統一システムとして導入することにより操作性や帳票書

式も統一化することができ、教職員のシステムの学び直し等も不要となる。

【目指す方向性】

○ 統合型校務支援システムを積極的に導入し、教職員の業務の効率化によ

る業務負担の軽減を図るとともに、教育の質的向上を図ることを目指す。

(2) 学校における情報セキュリティ

【現状】

〇 学校には、多くの個人情報が保管されていることに加えて、統合型校務

支援システムの導入も求められており、安全かつ安心して教育の情報化を

進めるためには、情報セキュリティ対策を徹底する必要がある。

〇 文部科学省からは、今後の教育における情報セキュリティ対策の考え方

を整理した「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン
*7
」（以

下「教育情報セキュリティポリシーガイドライン」という。）が示された。

〇 県立学校においては「徳島県教育委員会情報セキュリティポリシー」を

策定しており、教育情報セキュリティポリシーガイドラインと照らし合わ

せて内容を検討する必要がある。

【目指す方向性】

〇 各学校が、教育情報セキュリティポリシー実施手順等の策定又は改定の
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検討を行うとともに、それらに関する研修の実施を目指す。

(3) ホームページ等による地域や保護者への情報公開

【現状】

〇 ホームページは、学校における様々な活動を情報公開することができ、

日常的な情報発信のみならず、地域や保護者に特色ある教育活動等につい

ても情報発信することができる。

〇 本県においては、各学校のホームページ開設率は100％に達しており、

情報発信に積極的に取り組んでいる。

【目指す方向性】

〇 学校における教育活動等に関する情報を充実させ、ホームページ等を通

じて地域や保護者に積極的に公開していくことを目指す。

４ 地域との連携

(1) ＩＣＴ活用における学校・家庭・地域の連携

【現状】

〇 新学習指導要領においては、「学校において、必要な学習内容をどのよ

うに学び、どのような資質・能力を身に付けられるようにするのかを教育

課程において明確にしながら、社会との連携及び協働によりその実現を図

っていく、『社会に開かれた教育課程』の実現が重要となること」が示さ

れ、学校・家庭・地域との連携の重要性が示された。

【目指す方向性】

〇 家庭や地域の団体等と連携した情報モラル教育やプログラミング教育な

ど、ＩＣＴ活用における学校・家庭・地域の連携を積極的に推進し、「社

会に開かれた教育課程」の実現を目指す。
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Ⅱ 教育の情報化を支える基盤

１ 本県におけるＩＣＴ環境の整備

新学習指導要領においては、「情報活用能力の育成を図るため、各学校にお

いて、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために

必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図ること」が明

記され、ＩＣＴ環境の整備が求められている。

(1) 教室等におけるＩＣＴ環境の整備

【現状】

〇 教室等においては、各教科

の授業を始めとする様々な教

育活動が展開されている。新

学習指導要領においては、「主

体的・対話的で深い学び」の

実現に向けてＩＣＴを活用し

た学習活動を充実するよう授

業改善することが示されてお

り、教室等におけるＩＣＴ環

境の充実は、これからのＩＣ

Ｔを活用した学習活動を行う

上で重要となる。

〇 県立学校においては、普通教室に無線ＬＡＮ環境を整備するとともに、

大型提示装置を導入しタブレット端末と連動させた教育活動に関する実証

研究により、普通教室におけるＩＣＴ環境の整備の在り方を検討している。

【目指す方向性】

〇 各教室でＩＣＴを活用した教育を実現させるために、教室のＩＣＴ環境

整備を目指す。

(2) 教育ネットワーク環境の充実

【現状】

〇 新学習指導要領において、教育課程の実施に当たり、「情報活用能力の

育成を図るため、各学校において、コンピュータや情報通信ネットワーク

などの情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用

した学習活動の充実を図ること」が明記されており、学校における今後の

教育活動においては情報通信ネットワーク環境の充実が求められている。

〇 授業等においてＩＣＴを適切に活用した学習活動を充実させるために

は、外部のネットワーク等へ接続する通信回線が、大容量のデータのダウ

ンロードや集中アクセスにおいても通信速度や通信量が確保されることが

必要である。

タブレット端末を活用した授業
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【目指す方向性】

〇 教育ネットワーク環境の充実を図るために、今後超高速インターネット

接続率(100Mbps以上回線)を向上させるとともに、学校の無線ＬＡＮ環境

の整備率も向上させ、ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」が

実現できる環境の充実を目指す。

(3) 統合型校務支援システム等のＩＣＴ環境の有効活用

【現状】

〇 前述のように、統合型校務支援システムは校務の情報化を推進する上で

効果的なシステムであり、教員の働き方改革の観点からも整備が求められ

ている。

〇 統合型校務支援システムを整備している割合は、本県は全国平均を大き

く下回っている。

【目指す方向性】

〇 県、市町村が連携を図りながら、統合型校務支援システムの有効活用を

目指す。

(4) ＩＣＴ環境整備指針の策定

【現状】

〇 文部科学省においては、「学校におけるＩＣＴ環境整備の在り方に関す

る有識者会議」において、今後の学校におけるＩＣＴ環境整備の在り方に

ついて検討をするとともに、地方公共団体のＩＣＴ環境整備計画の策定及

び計画的なＩＣＴ環境整備を促進するための「教育ＩＣＴ環境整備指針」

の策定に向けた基本的な考え方についてまとめられている。

【目指す方向性】

〇 県、市町村が現状を考慮しながら、ＩＣＴ環境の計画的な整備を目指す。

２ 教職員研修

学びの質を高めるためには、ＩＣＴ環境を整備するだけでなく、教職員が

ＩＣＴを効果的に活用する指導方法を身に付ける必要がある。

新学習指導要領で求められているＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い

学び」の実現のため、各教科等の授業における効果的なＩＣＴ活用等について

の研修の機会の充実を図る必要がある。

(1) 教職員に対するＩＣＴ活用研修の充実

（プログラミング教育、情報モラル教育を含む）

【現状】

〇 児童生徒の情報活用能力の育成や教科指導等でのＩＣＴ活用の推進にお

いては、教職員のＩＣＴ活用指導力の向上が求められる。さらに、新学習

指導要領に求められているプログラミング教育や、情報社会で必要な情報
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モラル教育もこれまで以上に求められている。

【目指す方向性】

〇 プログラミング教育や情報モラル教育を含むＩＣＴ活用研修を充実さ

せ、教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を目指す。

(2) ＩＣＴ活用推進員（リーダー）の育成

【現状】

〇 各学校において教育の情報化を推進するためには、ＩＣＴ活用をリード

する教職員（以下、「ＩＣＴ活用推進員」という）の育成が重要となる。

このＩＣＴ活用推進員がリーダーとなって校内研修などを充実させ、学校

全体で教育の情報化を推進する必要がある。

【目指す方向性】

〇 大学や地域との連携・協力の下で、ＩＣＴ活用推進員を対象とした研修

を充実し、ＩＣＴ活用推進員の計画的な育成を目指す。

(3) 遠隔教育システムを活用した遠隔研修

【現状】

〇 教職員研修等で遠隔教育システムを活用し、各地域での遠隔研修等とし

て実施することにより、出張や旅費等が軽減されるとともに教職員の負担

軽減にもつながる。

【目指す方向性】

〇 研修の内容に応じて、教職員研修等で遠隔教育システムを活用した遠隔

研修の充実を目指す。

３ 総合的な情報セキュリティ対策の推進

【現状】

〇 「教育情報セキュリティポリシーガイドライン」によると、地方公共団体

において情報セキュリティ対策を徹底するためには、対策を組織的に統一し

て推進することが必要であり、組織として意思統一し、明文化された文書と

して情報セキュリティポリシーを定めることが示されている。

【目指す方向性】

〇 県、市町村がリーダーシップを発揮し、「教育情報セキュリティポリシー

ガイドライン」に照らし合わせて、情報セキュリティポリシーを策定、改訂

するとともに、学校における情報セキュリティの徹底を図ることを目指す。

４ 学校への教育の情報化の推進に向けた支援

【現状】

〇 教育の情報化を推進する上で、ネットワークやＩＣＴ活用などに関する専

門的な知識や技能が必要となる。総合教育センターでは、県立学校などに対

して、教育情報ネットワークに関するトラブルやＩＣＴ活用等について支援



*8災害時に県・市町村、ライフライン事業者等の間で、情報の共有を円滑に行うために構築したシステム

*9災害時等に各県立学校の教職員や生徒等が安否確認等の情報共有を行うために構築したシステム
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や助言を行っており、今後も支援体制を充実させる必要がある。

【目指す方向性】

〇 総合教育センターを中心として、教育の情報化を推進するためのサポート

体制を充実させることを目指す。

５ 市町村への教育の情報化の推進に向けた支援

【現状】

〇 教育の情報化に向け市町村教育委員会担当者への連絡会を開催し、教育の

情報化に関する情報提供を行っている。

〇 また、「徳島県・市町村教育委員会情報化推進連絡協議会」において、小

中学校のメールアドレスの一元管理や統合型校務支援システムの導入などに

関する具体的検討がなされている。

【目指す方向性】

〇 今後の市町村への教育の情報化の推進に向けた技術的指導、助言等の支援

の充実を目指す。

６ 災害時におけるＩＣＴ活用

【現状】

〇 南海トラフ巨大地震などへの対応が急務となっており、災害時に情報共有

を行うための「災害時情報共有システム*8」や「徳島県教育委員会緊急連絡

システム
*9
」等を整備している。

【目指す方向性】

〇 避難所・避難場所に指定されている学校において、災害時に地域住民の避

難用に活用可能な無線ＬＡＮ環境を整備するなど、地域の防災拠点としての

学校の機能強化を図ることを目指す。
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Ⅲ 今後の教育の情報化への対応

１ 「デジタル教科書」への対応

【現状】

〇 「デジタル教科書」の利用に関しては、「『デジタル教科書』の位置付け

に関する検討会議」において取りまとめられ、紙の教科書と同一内容のデジ

タル教材をデジタル教科書とした上で、この２つの教科書の併用制等の方向

性が示されるとともに、新学習指導要領の実施に合わせてデジタル教科書を

導入することができるよう、必要な制度改正や関連する準備作業を着実に進

めていくことが必要であることなどが提言され、今後さらに利用が促進され

ると予想される。

【目指す方向性】

〇 このデジタル教科書が円滑に使用できるようにするためにはＩＣＴ環境の

整備が必要であり、今後、県、市町村におけるＩＣＴ環境の計画的な整備と

ともに、デジタル教科書の段階的な導入を目指す。

２ 人工知能等の新たな技術を活用した教育の情報化

【現状】

〇 情報技術の進展や第４次産業革命などにより、人工知能等の新たな技術が

急速に進展し、企業においては「業務効率・生産性の向上」などでの活用に

期待されているところである。

〇 教育においても、この人工知能等の新たな技術を活用することにより、効

率的な校務の情報化や学習評価の効率化などが期待されるところである。

【目指す方向性】

〇 教育委員会だけでなく、他部局や企業等との連携を積極的に進め、人工知

能等の新たな技術を教育の情報化に積極的に活用することを目指す。
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第４章 教育の情報化における主な方策

Ⅰ 学校における教育の情報化の推進

１ 児童生徒の情報活用能力の育成

(1) 情報活用能力の育成に向けた年間指導計画の策定

・ 発達段階に応じた児童生徒の情報活用能力を育成するために、各学校に

おいて年間指導計画を作成し、教科横断的に育成する。

(2) プログラミング教育に関する年間指導計画の策定

・ 各学校において、「プログラミング的思考」などを育成するためのプロ

グラミング教育に関する年間指導計画を策定し、教科横断的に育成する。

(3) 情報モラル教育コンテンツの充実

・ 本県ならではの情報モラル教育コンテンツを充実させ、学校における情

報モラル教育を活性化する。

２ 教科指導等におけるＩＣＴ活用の推進

(1) ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」の指導の充実

・ 電子黒板等のＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」の学習指

導に関する指導案等の資料を収集するとともに、その成果を広報すること

により、ＩＣＴを活用した「主体的・対話的で深い学び」の指導を充実さ

せる。

(2) 教育ビッグデータを活用したＩＣＴ活用に関する調査研究の充実

・ 教育ビッグデータを活用したｅ－ラーニング等の学習により、いつでも、

どこでも受けられる教育の可能性や、学習者一人ひとりの学習ニーズに応

じた学習の可能性について調査研究する。

(3) 遠隔教育システムの活用

・ 遠隔教育システムを活用した遠隔授業における授業実践を通じて、遠隔

授業に関する効果について検証する。

(4) 特別な支援を必要とする児童生徒へのＩＣＴ活用による学習の充実

・ 特別な支援を必要とする児童生徒へのＩＣＴ活用を促進するためのコン

テンツ教材に関する情報を収集し積極的な活用を図るとともに、教職員の

指導力向上に向けたｅ－ラーニング教材の充実を図る。
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３ 校務の情報化の推進

(1) 学校における情報セキュリティの充実

・ 県、市町村が策定、改訂した情報セキュリティポリシーに基づき、学校

における情報セキュリティの確保に取り組み、教職員及び児童生徒が安心

して活用できる環境を構築する。

(2) ホームページ等による地域や保護者への情報公開

・ 学校ホームページの内容の更新を積極的に行い、地域や保護者への積極

的な情報公開を行う。

４ 地域との連携

(1) ＩＣＴ活用における学校・家庭・地域との連携

・ ＩＣＴ活用に関する学校・家庭・地域との連携の在り方について検討す

る。

Ⅱ 教育の情報化を支える基盤

１ 本県におけるＩＣＴ環境の整備

(1) 教室等におけるＩＣＴ環境の整備

・ 教室への大型提示装置の導入に関する実証事業や市町村における現状等

を踏まえ、教室等におけるＩＣＴ環境の整備を推進する。

(2) 統合型校務支援システム等のＩＣＴ環境の整備

・ 市町村における統合型校務支援システム等の導入について検討する。

(3) ＩＣＴ環境整備指針の策定

・ 学校におけるＩＣＴ環境の計画的な整備を目指す。
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２ 教職員研修

(1) 教職員に対するＩＣＴ活用研修の充実

・ 教職員を対象としたプログラミング教育研修を実施し、プログラミング

教育に関する指導力の向上を図る。

・ 大学等と連携し、実践的な情報モラル教育研修を充実させる。

(2) ＩＣＴ活用推進員（リーダー）の育成

・ 教育の情報化を積極的に推進するためのＩＣＴ活用推進員を計画的に育

成するための研修を充実し、校内研修の実施により学校における教育の情

報化を進める。

(3) 遠隔教育システムを活用した遠隔研修の実施

・ 教職員研修で遠隔教育システムを活用した遠隔研修を充実させ、教職員

の負担を軽減する。

３ 総合的な情報セキュリティ対策の推進

(1) 情報セキュリティ体制の構築・見直し

・ 県、市町村が、「教育情報セキュリティポリシーガイドライン」に照ら

し合わせて体制を構築し、情報セキュリティポリシーの策定、改定など、

教育委員会としての情報セキュリティの徹底を図る。

４ 学校への教育の情報化の推進に向けた支援

(1) 学校への教育の情報化の推進に向けた支援の充実

・ 学校からの要請による教育の情報化の推進に向けた研修や、教育情報ネ

ットワーク等に関する支援を充実させる。

５ 市町村への教育の情報化の支援

(1) 市町村への教育の情報化の支援体制の構築

・ 県と市町村は連絡協議会等を通じて積極的に連携を図り、その協議内容

等を受けて県は市町村への支援等を積極的に行う。
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６ 災害時におけるＩＣＴ活用

(1) 地域の防災拠点としての無線ＬＡＮ環境の整備

・ 災害時に地域住民の避難用に活用可能な無線ＬＡＮ環境の整備を目指

し、地域の防災拠点としての学校の機能強化を図る。



◎徳島県教育の情報化推進指針策定までの経緯

平成２９年度

９月１日 徳島県教育の情報化推進協議会設置要綱策定

９月１日 協議会委員就任

１０月２日 第１回協議会

１２月１２日 第２回協議会

２月１４日 第３回協議会

◎徳島県教育の情報化推進協議会委員

会長 森本 俊明 徳島県教育委員会教育次長

副会長 藤村 裕一 鳴門教育大学大学院准教授

石井 博 徳島県市町村教育長会会長（徳島市教育委員会教育長）

岩崎 洋 徳島県立総合教育センター所長

儀宝 修 徳島県教育委員会教職員課課長

後藤 浩代 徳島県教育委員会学校教育課課長

小西 哲也 徳島県教育委員会教育政策課課長

榊 浩一 徳島県教育委員会特別支援教育課課長

多田 栄作 徳島県中学校長会会長（徳島中学校長）

伊達 良史 徳島県小学校長会会長（福島小学校長）

東條 正幸 公益財団法人ｅ－とくしま推進財団事務局長

松山 隆博 徳島県高等学校長協会会長（城南高等学校長）

※五十音順・敬称略


